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自民党……… 65％
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維新の会（当時）… 72％
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　消費税は最悪の「景気破壊税」。
３度目の増税は「先送り実施」で
なくキッパリ中止を。

　「大企業がもうかれば、いずれは庶
民の暮らしに回る」－「アベノミク
ス」の考え方は世界的には否定されて
います。「この道」には先がありません。 　沖縄県知事選で「辺野古新基地ノ

ー」の翁長雄志さんが圧勝、総選挙で
は「オール沖縄」の４候補が基地推進
の自民候補に完勝。県民の意思は明
確。新基地建設は中止すべきです。

　「稼働原発ゼロ」で１年４カ月。原発な
しでも日本は大丈夫です。ゼロの決断で
こそ、再生可能エネルギーは普及します。

　紛争はあっても、戦争にはさせない－日本共産党は、
紛争を話しあいで解決する平和の枠組み＝「北東アジア平
和協力構想」を提唱、実現のため行動します。

　「引き続きこの道を真っすぐ進む」。安倍首相の新たな“暴走宣言”
です。やろうとしていることは、国民の多数の意思に背くことばか
り。日本共産党は安倍暴走ストップ、内閣打倒の運動を広げるとと
もに、新しい政治へ「５つの転換」を呼びかけています。

　景気回復へ①人間らしく働けるルールをつくる②社会保
障の切り捨てから充実へ③TPP撤退、農林水産業・中小
企業と地域経済を振興

　汗もかかず、苦労も

せず巨額のお金が転が

り込み、「こんな楽な収

入の手段はない」（「産

経」）と指摘される政党

助成金（年間320億円）。

国民の税金です。政治

を劣化させ、政党を堕

落させる根源になって

います。

　「廃止を」という日

本共産党の総選挙での

訴えには強い共感があ

りました。日本共産党

は、公約実現の第一歩

として通常国会の冒頭

に廃止法案を提出しま

す。各党が真剣に受け

止め、検討することが

求められます。
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